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「内部統制システムに関する基本方針」の一部改定に関するお知らせ「内部統制システムに関する基本方針」の一部改定に関するお知らせ「内部統制システムに関する基本方針」の一部改定に関するお知らせ「内部統制システムに関する基本方針」の一部改定に関するお知らせ    

 

当社は、平成 27 年５月 25 日開催の取締役会において、「内部統制システムに関する基本方針」について、

下記のとおり一部改定することを決議いたしましたので、お知らせいたします。なお、主な改定箇所につきま

しては、下線で示しております。 

 

記 

 

内部統制システムに関する基本方針（平成内部統制システムに関する基本方針（平成内部統制システムに関する基本方針（平成内部統制システムに関する基本方針（平成27272727 年５月年５月年５月年５月 25252525 日改定）日改定）日改定）日改定）    

 

① 当社および当社子会社の取締役等および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する

ための体制 

当社グループは、コンプライアンス規程を定め、単なる法令順守にとどまらず、法令の趣旨および精神を尊

重することを経営の基本方針とし実践する。 

取締役は、コンプライアンス担当役員を中心に当社および関係会社に対し、高い企業倫理と厳格な法令順守

の浸透に努める。 

コンプライアンス担当部署は、コンプライアンス担当役員のもとでコンプライアンス体制の整備を行うとと

もに、正しい知識を付与するために、適宜、コンプライアンス教育研修を当社子会社も含めた全役職員に実施

し周知徹底を図る。 

コンプライアンス経営の強化に資することを目的として制定した公益通報者保護法に基づく規程により、当

社グループの組織的または個人的な法令違反行為等を適切に処理する体制構築と周知を図る。 

 

② 取締役の職務の執行にかかる情報の保存および管理に関する体制 

文書管理規程に基づき、適切に保存ならびに管理を行う。また、必要に応じて外部保管機関の利用なども視

野に入れ、より安全かつ効率的な保存方法と保存期間を設定する。 

 

③ 当社および当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

リスク管理担当役員ならびにリスク管理担当部署を配置する。 

リスクその他の重要情報の適時開示を果たすため、取締役会は直ちに報告すべき重要情報の基準および開示

基準を審議する。 

重要な非通例の取引、重要な会計上の見積り、利益相反取引、子会社および関係会社との重要な取引等、当

社に影響を及ぼす可能性のある事項については取締役会の決議を要する。 

代表取締役、コンプライアンスおよびリスク管理担当役員は、当社グループのコンプライアンスおよびリス

ク管理への取り組みや進捗状況等、適宜、取締役会に報告を行う。 
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④ 当社および当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

当社は、定例の取締役会を原則毎月１回開催するほか、適宜、臨時に開催し、法令、定款および社内規程に

基づき重要事項の決定ならびに業務執行状況の管理および監査等を行う。 

各取締役は役員規程および業務分掌規程等に基づき業務を執行し、随時、必要な決定を行う。また、当社グ

ループの業務執行の効率性を高めるため、必要に応じて権限体系および決裁方法を見直し、当社子会社に当社

の職務執行体制に準拠した体制を構築させる。 

 

⑤ 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

当社は子会社ごとに管理担当責任者を選任し、管理担当責任者は、関係会社管理規程に基づき、適宜、当社

への決裁および報告を行う。また、当社グループは、定期的に当社グループ間の個別の会議や報告会を開催し、

当社への報告を行う。さらに、当社は、当社の各担当部署および当社子会社が内部統制システムを整備するよ

う指導し、法令違反その他内部統制にかかわる重要事項を発見した場合は、直ちに当社の取締役および監査役

に報告する。 

 

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項ならびに

その使用人の取締役からの独立性に関する事項 

監査役会がその職務を補助する使用人を置くことを求めた場合には、当該使用人を配置するものとし、配置

に当たっての具体的な内容（任命、異動、人事考課、賞罰等）については、監査役会の意見を尊重したうえで

行うものとする。また、当該使用人については、取締役からの独立性を充分に確保する。当社は、監査役の職

務を補助すべき使用人に関し、内部規程に沿って監査役の指揮命令に従うよう周知徹底を行うものとする。 

 

⑦ 当社および当社子会社の取締役および使用人等が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に

関する体制 

取締役は、監査役が出席する取締役会等の会議において業務執行状況の報告を行う。当社グループの役職員

は、当社または当社子会社に著しい損害を及ぼし、または発生する恐れがあるときおよび職務遂行に関する法

令違反または不正な行為を発見したときは、直ちに監査役に報告することとする。また、監査役に報告を行っ

た者について、当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを行うことを禁止し、不利益な取り扱いを受

けないよう、公益通報者保護法に基づく規程に基づき通報者等の保護を図ることとし、その旨を当社グループ

に周知徹底する。 

監査役は、必要に応じて当社グループの役職員に対し業務執行に関する事項について報告を求めることがで

き、当社グループの役職員は、監査役から報告を求められたときは速やかに適切な報告を行う。 

 

⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査役会の監査計画に基づき、監査が効率的かつ実効的に行えるよう、各部署の協力体制と内部監査部門と

の連携体制を構築する。 

監査役会は、監査の実施のために必要なときは、自らの判断により外部の専門家を活用することができる。 

監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払い等の請求をしたときは、担当部署において協議の上、当

該請求に係る費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該

費用または債務を処理する。 

監査にかかる諸費用については、監査の実効性を担保すべく予算措置を行う。 

 

以 上 

 


